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1.序

でむ

地域間人口移動に変化の生 じてきていることが指摘されている。一方地域間

人口移動に関するラデルの計測は地域経済計量モデルの1つ の構成方法におい

て基本的な一部分 となっている。

本稿は地域間人 口移動に関 して経済的要因にもとつ くモデルを検討 し,1955

-1976年 を2つ の期間にわけた う'えで,わ が国の全9地 域について計測 しよう

とす るものである。第2節 では地域経済計量モデルと地域間人 口移動の関係,

お よび地域間人口移動モデルについて考察する。第3節 では地域間人口移動モ

デルについて計測をおこない,2つ の期間における差異について検討す る。

2,地 域 間人 口移動 モデル

、

2.1.地 域経済計量モデルとの関係

地域経済計量モデルの構成には2つ のアプローチがある。 これは計量モデル

による分析 目的の差異によるものであると同時に,地 域経済を国民経済 との関

係においてどうとらえるかの違いに よるものである。2つ のアプローチのうち

の1つ は,特 定の地域を分析の対象 とす るものである。そして地域経済の動き

は国民経済の影響によるものであると考える。具体的には地域経済計量モデル

を国民経済に関するマクロ計量モデルに接続するとい う形で展開されている。

(1)た とえば宍戸他[12]は 県別のデータにもとづき,大都市への人口集中が鈍化してい
ることをマルコフ・モデルにおける推移係数行列の変化の面からとらえている。
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この展開は クライン[7]の 提案に始まるものであり,グ リヅクマと 〔3〕に

よってフィラデルフ ィア地域に関する大規模な計量モデルが作 られている。予

測においては,こ の地域計量モデルの外生変数の値に国民経済についてのマ ク

ロ計量モデルであるワー トソ年次産業モデルの内生変数 の 予測値 を 用いてお

り,こ れが地域計量モデルとマクロ計量モデルの 接続 とい うことの 内容 であ

る。 したがって国民経済から地域経済への影響 とい うことはあっても,そ の逆

は考えることができないことになる。すなわちこのアプローチでは地域経済が
ゆ

国民経済に及ぼす影響は分析の対象 とならない。

もう1つ のアプローチは国民経済を形成す る全部の地域を同時にとりあげ,

国民経済における地域問題あるいは地域間の問題を分析 しようとするものであ

る。 この場合は前述のアプローチのように地域経済は国民経済の影響を受ける

とい うのではなく,地 域経済の総和 として国民経済があるとい う立場,あ るい

は特定の地域は他の地域 との関連の上に成 りたっている と考える立場である。

こめ ようなアプローチの例 としては経済企画庁経済研究所 〔6〕やブラウン他

[2]な どの研究がある。前者は地域的経済政策の効果をシ ミュレーシ ョンに

ょ6算 定するところまで分析を進めてい るが,後 者では人口移動,消 費,投 資

などの個 々のブロックについてモデルの計測をおこな うところまでで終ってお

り,モ デル全体を動かすところまでは進んでいない。

このようなアプローチにおいては地域間の連関を分析するため,人 口移動,

旅客移動,財 貨移動な どのモデル化が必要 となっている。特に人口移動は地域

人口,労 働市場 と関係 してお り重要である。 ある地域の期首の人口を1>,,期

末(次 期の期首)り 人ロをNf+,と す ると,次 の関係が成 りた っている(宍 戸

他[12],444ペ ージ)o

,N彦+1=N言 十β`-D汁1M♂-EM`十IF`-EF8

ここでB,は'期 におけるこの地域の出生数,P,ば 死亡数,『刀叫 は国内他

地域か らの流入数,E瓢 は国内他地域への流出数,1F,は この地域への外国

(2)こ のアプローチについての簡単なまとめと今後の方向についてはクライン・グリ・ック
マン[8]が ある。
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か らの流入数,Eハ はこの地域か ら外国への流出数である。 外国 との間の流

入,流 出である1.恥,E瓦 を無視すると,地 域の人口は自然増加(出 生数 と

死亡数の差)と 社会増減(他 地域 との間の流入数 と流出数の差)に よって影響

を受けるこににな り,自 然増加は地域によって大きな差がないので,社 会増減
ゆ

すなわち人口移動が地域人口に強い影響をもつ ことになる。

地域人口と地域間人口移動との間には以上のような関係があ り,さ らに人'口

移動は,就 職,退 職,転 勤,進 学,結 婚などに起因するものであ り,す べてが

経済的要因にもとつ くものではないが,経 済的要因においては労働市場 と密接
ゆ

に関係 している。 こうして人口,人 口移動,労1動 は地域経済計量モデルにおけ

る第2の アプローチにおいて基本的な1ブ ロックを形成することになる。

終 りに特定地域を取 りあげる第1の アプローチと,全 地域を同時に取 り上げ

る第2の アプローチとの差異 について2つ のごとを 記 しておきたい61つ は

データの問題であ り,他 の1つ は国民経済との 関係 の 問題 である(ク ライン

五7])。

明らかなことであるが,第2の アプローチでは全地域についての地域別デー

タを必要とする。このデータの収集あるいは推定は,す でに整備されている一

部の項目を除き,そ れ 自体大きな仕事である。多 くの場合は国民経済 レベルに

おけるほどは整備 されていない。 したがって,デ ータの面からは特定地域のみ

を対象とする第1の アプローチのほ うが容易であるといえる。次に第2の アプ

ローチでは各地域の合計が国民経済であることになるが㌧国民経済に関する予

測のためにはマクμ計量 モデルの方が,地 域経済についての予測を合計するよ

りも精度が良いであろ うことは予想されるところである。第1の アプローチで

は このような問題はない。以上の2点 は クライソ[7]の 指摘であるが,そ う

であるからといってマクロ計量モデルと接続 した地域計量モデルを用いる第1

のアプローチのほうが良いとは必ず しもいえないであろう。計量経済モデルを

用いての分析の目的は多様であ り,特 に地域間の連関を明らかにするためには

(3)も っとも人口移動が少なくなると,自然増加の方が強い影響をもっヒとになる。
(4)'しかしブラウソ他[2]に おいても人口移動と労働市場の関係はまだ切りはなされた

ままである。
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全地域を同時に取 りあげる第2の アプローチが有用であろう。

2.2.ア ローラとブラウソの人口移動モデル

人口移動に関する1つ のモデルとして所得格差を移動の要因とするモデルが

ある。一方 グラビテ ィ・・モデルでは2地 域間の人口移動量は両地域の人口に比

例 し,両 地域間の距離には反比例するとい う関係に注目する。そ して人口移動

の要因としては所得格差にさらに人口,距 離を加えるとい う方向での展開がな
くロ

されてきたが,ア ローラとブラウソ[1]は これ らの要因を含むモデルが個人

の効用関数の最大化か ら導かれることを明 らかにした。その要点は次のように

なる。'

ゼ地に住む人がその地にとどまっている場合の期待実質所得の現在割引価値

を ッXSゴ)と す る。 ここで&は`地 に住む期間である。 次に つ地に住むこ

の人が ゴ地に移住 した場合に,移 住に伴 って生じる固定費用および継続的な費

用を引いた うえでの期待実質所得の現在割引価値を ッ多(Sゴ)とする。S'は ブ

地に住む期間である。5を 計画期間とすると,

畠+s`ノ=5

とい う関係が成 りたち,こ れを制約条件として効用関数

σ=σ 〔ん ジ歎5ま),ん ツ}(5ゴ)〕

を最大にすると考える。 ここで ん,ん は づ地および ブ地 に 関 して都市化の

程度 とか生活の質などを反映する因子である。

さらにアローラとブラウソは 彦地か らブ地に移住 したさいに職につ くことが

できるか どうかは不確実であるとい う見方に立ち,移 動してか らオ期経過 した

ときに職につ くことができる確率を導入して,夕塾Sゴ)は その確率 を反映 した

、ものであるように変更する。 この確率を単純な形で想定 して,さ らに各 々の地

域において実質所得は一定の成長率で成長 し,し か もこの成長率 と現在割引率

が等 しいと仮定する。 さらに効用関数はCES型 であると特定化すると,そ れ

は

㈲ このことは経済企画庁経済研究所[6]に おける人口移動関数にみられる。
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ひ=〔 屈 抄 ・・勧S許 α 一々鴻 π%吻 獅5ブ α〕舶

となる。 ここで9♂ は ゴ地におけ る計画開始時点での 期待実質所得 であ り,

2ガ は ブ地に関する同じ時点での期待実質所得である。 また α。は ゴ地にいて

知 っているブ地に関する情報の量である。 ん(0く んく1)は 強さのパラメータ

であるとしている。

このような効用関数を 畠+Sゴ=Sの 条件のもとでSぜ とSゴ に関 して最

大化す ると,S`とSゴ への需要関数が導かれ,こ れ らか らSを 消去 してSノ

とS`の 関係を求めると次のようになる。ここで σ=1/(1+α)と する。

・・一(1毒々)働 呵(離 ・r・s・

これはある個人にについて得 られることであるが,げ 地に住む人について集計

化を行 う。そしてSゴ に対 しては ゼ地か らブ地 への人口移動量 をあてはめ,

3ま には ゴ地の人口を対応 させ,さ らにここには直接現われてきていない移動

費用を ゴ地か らゴ地への距離で代理させて上の式の右辺に書き加える。そ して

α。には ゴ地の雇用率を用いることにすると,こ れは所得格差,人 口,距 離,

雇用率,さ らに都市化の程度を要因とする人口移動モデルと考え ることができ

る。ただ しゴ地の人口は要因としてはいっているが,ゴ 地の人口ははいってい

ない。

ここでの人口移動量は ¢地か らブ地へ移動 した人すべての人数である。 これ

を粗移動とい うことにすると,こ れに対 して,ゴ 地か らブ地への移動量か ら,

ブ地か らゴ地への移動量を引いたものは純移動とい うことができるσ アローラ

・ブラウンのモデルでは粗移動を用いるのがもっともなζとだと思われるが,
　エ

他 方純 移 動 を 用 い て の 研究 もお こな わ れ て きて い る。 粗 移 動 を 用 い るべ き か純

移 動 を 用 い るべ き か とい うこ とに つ い て 次 に 考 え て み る。

2.3,粗 移動 と純 移 動

ス ジ ャ門 ス タ ッ'ド 〔13〕は純 移 動 よ りも粗 移動 を用 い るほ うが望 ま しい と主

張 し,そ の理 由 を 次 の よ うに 述 べ て い る。 同 一地 域 内 に高 賃 金 産 業 と低 賃 金 産

⑥ グ リーンウヅ ド[4]は 粗移動 と純 移動に分 けてサ ーベ イをお こなってい る。
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業があ り,低 賃金産業の就業者が,高 賃金産業に移動 しようとしても適性がな

い場合,あ るいはその習得がむずか しい場合は他の地域への人ロ流出と同時に

他の地域か らの人口流入も生 じる。この場合も平均所得の水準が低い地域か ら

それの高い地域へり純流出があるとい う関係は成 り立つであろうが,1つ の地

域内での賃金がどの産業でも低い,あ るいはどの産業でも高いζいう場合に比,

べて,純 移動と平均所得水準の関係の強さが小さく現われるであろう。 したが

って純移動よりも粗移動を用いるほうが望 ましい・

このようなスジャースタッドの議論は地域内は同質であると見 ることに対 し

て,異 質なものが併存 している,あ るいは多様であると見ることによるもので

ある。 しか しなが ら,論 点は異なるが,,地 域所得格差とはまった く無関係に人

口移動が生 じる場合がある。企業内での移動に よるものがそれであ り,さ らに

進学についてもある程度このことがいえる。このような移動が各地域に事いて

ほとんど相殺的であるな らば,所 得格差 と純移動の関係を用いたほうがよいで

あろう。

粗移動を用いた場合,地 域人ロの社会増減の予測値は流入数の予測値か ら流

出数の予測値を引くことにより得 られる。アローラとブラウソのモデルにおい

ては流出数が直接的に得 られ,流 入数はある地域への他のすべての地域からの

流出数を加えることによって,い わば間接的に求めることができる。 この間接

的な流入数か ら直接的な流出数を引いて桂会増減が計算される。純移動を用い

た場合は,そ れ 自体が社会増減を表わすので,た だちに直接的な予測を行うこ

とができる。この点,純 移動を用いるほ うが容易である。

2.4.人 口移動の要因について

2.2.で 要約 したアローラとブラウンのモデルにおいては粗移動を説明す

る要因として2地 域間の所得格差,都 市化の差,距 離,お よび住んでいる地域

の人口,移 住先に関する情報としての雇用率があげ られている。 これは個人の

効用関数の最大化にもとつ く人口移動モデルであることによるものであるが,

よりマクロ的な見方に立つならば,ト ダロー[14]に よる発展途上国における

農村か ら都市への人ロ移動のモデルに見ちれるように,所 得格差に加えて工業
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産出成長率,労 働生産性成長率が人口移動を説明す る要因として取 りあげ られ
ね

る こ とに な るで あ ろ う。

3.・9地 域 間人 口移 動 モデル の計測

前節 では地域経済計量モデルにおける人口移動モデルの 役割 について考察

し,ア ローラ・ブラウソのモデルを中心に して人口移動モデルについて検討を

加え℃きた。これ らを背景に しておが国の地域間人口移動について分析を試み

る0

3.1.モ デルと時期区分

地域への流入数か ら流出数を引いたものを純流入数とい うことにす る。地域

によっては純流入数が正であることも負であることもある。正ならば流出数 よ

年 瞬 流磁(人刈 年 睡 流磁(人)

1955

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

385,339

435,630

555β72

473,231

512,203

609,227

675,861

658,308

637,376

600,199

506,838

1966

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

440,457

473,100

511,925

543,041

570,572

457,362

386,686

408,220

320,660

268,120

246,349

表1正 の純流入数の和'

資料:総 理府統計局 『日本 の国内人 口移動(昭 和29年 ～46年)』,

同 『住民基本台帳人 口移動報告年報』

(7)人 口移動モデルについては信国[9],グ リーソウッ ド[4],佐 野 ・福 田 〔10]の サ
ーベイが あ り,文 献 目録 と して北海道大学経済学部地域経済研究資料室rわ が国の地域

間人 口移動にか んす る文献 目録 』(1973年)が あ る。
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りも流入数 が 多 い 場合であ り,負 な らば流入数 よりも流出数が多い場合であ

る。 このように定められた純流入数を全地域にっいて合計するとゼロになる。

表1は 純流入数が正の県についてそれら純流入数の和を示 した ものである。 こ
'
の表からも人口移動の規模は1955年 以降拡太 したが,近 年にいたって急速に縮

少 していることがわかる。縮少は1966年 前後においても生 じているが,近 年の
　

縮少は1955年 以降においてもっとも低い水準のものになっている。 この時,人

口移動に変化が生 じてきているのか,あ るいは基本的な構造は同 じなのか とい

うことが1つ の問題 となる。変化が生 じてきてい るとすると,そ の内容がさら

に問題 となる。 これ らのことを簡単な人口移動モデルを用いて検討す る。

人 口移動としては地域の人 口に直接結びつ く純移動を用い,人 口移動の要因

としては所得格差を用いる。純移動を用いる場合は,あ る地域 と他の各々の地

域 との聞の純移動を考える場合と,あ る地域 と,1つ にまとめ られた他のすべ

ての地域 との間の純移動を考える場合がある。以下では後者の純移動を用いる

ことにする。 この結果,明 らかに距離 は 移動 の 要因か ら落とされることにな

る。人口については純移動 との 関係 を検討 しなければならないところである

が,要 因か ら除いた。 ここで次の記号を用いる。

狐:地 域6と,ユ つにまとめられた他のすべての地域との間の純流入数。

r鳥:地 域 疹の1人 あた り県民所得で,1つ にまとめ られた他のすべての地

域の1人 あた り県民所得を割ったもの。地域間所得格差を表わす。

純流入数 肱 と所得格差y瓦 との間には線形 の 関係があるとし,定 数項を

α,傾 きをβとすると

1レZぎ=α+βy1～ぎ(1)

となる。この簡単な人口移動モデルを用いて1955年 以降の移動について検討す

るo

県民所得のデータは推計方式の改訂により,1955～1965年 までの暦年データ
ゆ

と,1965年 度 以 降 の 年 度 デ ー タ とで は 連 結 して い な い。 また表1で 示 され る よ

(8)な お1977年 の正め純流入数の和は243,705人 である。

⑨ このことについては長谷部[5]参 照 。
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うに純移動で見ると人 口移動の規模は1966年 を中心 としてその前後において縮

少 している。そこで1955年 以降に関して1955～1965年 までの11年 間と,1966～
ご　の

1976ま で の11年 間 とに 分 け て 検 討 す る こ とに す る。'

3.2.言 十諺貝〔1

1955～1965年 に つ い ては 全 国46都 道 府 県 を9地 域 に分 け た。 そ れ らは 北 海 道,

東 北(青 森,岩 手,宮 城,秋 田,山 形,福 島,新 潟 、,関 東(茨 城,栃 木,群

馬,埼 玉,千 葉,東 京,神 奈 川,山 梨,長 野),東 海(静 岡,岐 阜,愛 知,三

重),北 陸(富 山,石 川,福 井),近 畿(滋 賀,京 都,大 阪,兵 庫,奈 良,和 歌

山),中 国(鳥 取,島 根,岡 山,広 島,山 ロ),四 国(徳 島,香 川,愛 媛,高

知),九 州(福 岡, .佐 賀,長 崎,熊 本,大 分,宮 崎,鹿 児 島)で あ る。1966～
ロエコ

1976年 に つ い ては 九 州 に 沖 縄 を 加 え て1つ の地 域 と し九 州 ・沖 縄 と した。

前 記 ρ 人 口移 動 モ デル(1)に お い て所 得格 差 γ刃 の係 数 βは地 域 に よ って

異 な らな い とす る と,9地 域 に つ い て11期 に わ た る観 測値 を プ ール した デ ー タ

を 用 い,線 形 回 帰 モ デル を

1レゐ,=α11)1f,十 α21)2寛 十穿3、Z)3r,十α4Z》4ゴ,

+α5D5ぎ`+α6D6r,+α?P7r顕,

十α8Z)8録 十α9D9鯉 十 β】rRμ 十笏`

づ=・1,・。。,9;≠=1ヂ ・・11(2)

ど とす る と,誤 差 項 笏`は 地 域 要 因 に よ る誤 差 と時 系 列 的 要 因 に よ る誤 差 の和

⑩ 純流入数 〃ゴは表1に 示 された資料 に より求めた。所得格差 塑 夢の計算 に必要な県

民(分 配)所 得 と人 口は経済企画庁経済研究所 編 『県民所得統計年 報(昭 和54年 版)』

より得 られ る。1955～1965年 の県民所得 は国民総支 出デ フレーター(経 済企画 庁編r国

民所得統計年報(昭 和42年 版)』)に より1960年 価格に実質化 した。全地域 にっいて同 じ

デ フレーターを用いた。 したが って所得格差 と して差 でな く比を用いているか ぎ りは,

実質化 しても しな くても同 じ値が所 得格差 と して得 られ る。1966～1976年 の県民所得に

つい ては,年 度 データを国民総支 出デ フレーター(経 済企画庁編 『国民所得統計年報

(昭和53年 版)』)に より1970年 価格に実質化 し牟 のち,前 年度 の%と 今年度 の弘を合計

して暦年デ ータと した。

⑪ 人 口移動 のデータは1973年 以降は沖縄 を含 んでいるが,1972年 以前は含んでいない。

本来は これに伴な う修正を しなければいけないが,大 きな傾向の変化 はない と考えてそ

のまま用いた。
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ごユか

で あ る と して も,β の 通 常 の 最 小2乗 推 定 量 は最 良線 形 不 偏 推 定 量 とな る。 こ

こで1)1,D2,…,1)9は 北 海 道,東 北,…,九 州(・ 沖 縄)に 各 々対 応 す る

ダ ミー変 数 で あ り,た とえばD2ゴ`は,づ=2;渉=1,…,11の ときに1の 値

を と り,こ れ 以 外 の場 合 は ゼ μの 値 を と る もの とす る。 なお づ=2は 東 北 を 示

す とす る。 個 々の地 域 に つ い て別 々に 最 小2乗 法 を適 用 す るに は11の サ ン プル

・サ イ ズ で は小 さ い と考 え,上 記 の よ うに プ ー リン グ ・デ ー タを 用 い て,1955

～1965年 と1906～1976年 の2つ の 期 間 につ い て(2)式 を 計 測 した 結 果 は 次 の

て　き

よ うに な る0サ ンプ ル ・サ イ ズ は99で あ る。

(1955～1965年 の場 合)

ル∫・=5421)1十5471)2+615ヱ)3+5102)4、

、(7.71)(6.32)(13.24)(.8,53)

+524D5十530D6十553D7十5761)8

(7.63)(10,67)(7.26)(7㌦30)

十524ヱ)9-489}ア1～

(6.14)(7,97)

S=27.01～2=0.954

(1966～1976年 の場 合)

1匠=644D1十6971)2+6441)3+5851)4

(6.90)(6.51)(10.22)(7.51)

+648P5十5501)6+6161)7十670D8

(7.17)(乳93)(7.12)(7.05)

+6921)9-576】r1～

(6.41)(弘32)

S=35.91～2=0♂843

こ こでSは 誤 差 項 晦 の標 準 偏 差 の推 定値 で あ る。 π2は 自由 度修 正 済 決 定

係 数 で あ る。 係 数 の下 の カ ッ コ内 の 数 字 は'値 で あ る。

自地 域 に比 べ て他 地 域 の1人 あ た り所 得 が大 で あ る と,自 地 域 か ら他 地 域 へ

の 流 出 が増 え る,す なわ ち純 流 入数 は 負 に な ってゆ く と考 え られ るの で,所 得

⑫ 佐和[i1],110～112ペ ージ参照 。

⑬ なお以下では純流入数Mの 単位 を1,000人 としてい る。計算 は小樽商科大 学計箕 セ

ンターお よび北海道大学大型 計算機 センターでお こなった。
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北 海 道:M=232-217yR

(6.22)(6.62)

東 ゴヒ:1匠=596「524】r1～

(6.42)(7.93)

関 東:、114=1546-1739γR

(15.35)(12.88、

東 海:1レf=453-430}71～

(1.57)(.1.44)

北 陸:M=13.2-5.68yR

(0.67)(0.32)

近 畿:M=-715+1070rR

(1.33)(1.59)

中 国:M=266-257rR

(3.38)(4.03)

四 国:M=289-265}7R

(3,30)(3.87)

九 州:M=1018一846}7R

(1≧1.0)(24.0)

格差γRの 係数 βは負であると期待される。計測結果は2つ の期間においてい

ずれも負である。また所得格差に関 しては,い ずれも有意水準5%に おいて統

計的に有意である。 しか しなが ら自由度修正済決定係数 π2は1955～1965年 に

おいては0.954で あるのに対 して1966～1976年 においては0.843と 下がってい

る。 この理由としては各地域において前の期間に比べて後の期間のほ うが,純

流入数 と所得格差に関 してあてはまりが悪 くなっているのではとい うことがま

ずあげられ,次 に傾きβは各地域において同一であるとして測寒したが,こ の

ことは後の期間においてより一層そ ぐわないものとなっているのではとい うこ

とがあげられる。本来はこの8の 同一性に関 して検討 してか ら,同 じβをもつ

と判断され る地域のみを1つ のグループにすべきであるが,特 に後の期間にお

けるβの同一性に前の期間におけ るよりもより問題があるのではと考えられ る

ので,あ らためて個々の地域について純流入数と所得格差の関係を計測 してみ

ると次のようになる。サソプル ・サイズは11で ある。

(1955～1965年 の場合)

S=8.561～2=0.811

5=10.0

S=13.5

S=25.7

'S=14
.3

5=40.3

5=65.2

5=71.5

5=8.12

1～2`==0.861

1～2==0.971

1～2=0.312

1～2=0

1～2==0.131

1～2詔0。603

1～2=0.583

1ぞ2=島0.983
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(1966～1976年 の場 合)

北 海 道:M=422-388yR

(1.87)(2.02)

東 北:M=807-657}7R

(3.92)(4.33)

関 東:ルf=1751-1979】r1～

(6.67)(5.95)

東 海:躍 」-69.5+91.oyR

(0.72)(0.93)

斗ヒ 陸:1吸 」-34.5十21.gy1～

(0.21)(0.15)

近 畿:M=912-991rR

(4.91)(4.66)

中 国:.M=17.3-27.4yR

(0.09)〈0.15)

四 国:虚 』-92.7+59.3yR

(0.36)(0.28)

九 州 。沖 縄:

ハ4P=・1096-872y71～

(8.23)(8.94)

S=19.7

8=24.3

S=37.8

S=23.5

S=8.04

S=34.0

S=12.3

S=17.0

1～2==0.237

1～2=0.640

1～2=0.775

1～2=0

1～2=0

1～2=0.674

1～2=0

1～2=0

S=24.3.石 ～2=0.888

47

以上において自由度修正済決定係数1～2が 負の値になったときはゼロと記 し

ている。これ らの結果をみてみると,所 得格差γρの係数βの推定値は負であ

ることが期待されるのに,1955～1965年 の期間においては近畿が正になってい

る。これに対 して1966～1976年 においては,東 海,北 陸,四 国の3地 域が正k

なっている。また所得格差が有意水準5%で 統計的に有意でない地域は,,前の

期間において東海,北 陸,近 畿の3地 域であるが,後 の期間では北海道,東

海,北 陸,中 国,四 国の5地 域となっている。所得格差の係数βが期待に反 し

て正である地域は,所 得格差が統計的に有意でな くなっている。

以上のことか ら,1955～1965年 の期間においては人口移動としての純流入数

を所得格差でかな りの程度説明できたが,1966～1967年 においては,所 得格差

だけでは十分でないことが理解される。
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以上の検討は必ず しも十分ではない。所得格差としては,た とえば北海道に

ついてみると北海道の1人 あた り道民所得で他のすべての地域(東 北,関 東,

…,九 州(・沖縄))を1つ としたときの1人 あた り県民所得を割ったものを用

いているが,他 の方法としては北海道の1人 あた り道民所得で全国に関する1

人あた り県民所得を割ったものを用いることもできる。 また全国9地 域につい

て同一のデフレーターを用いて実質化 しているが,地 域別のデフレーターを用

いることカミできれ鴎 それが望ましいことであろう。またプーリソグ ・データ

を用いるさいにも,所 得格差の係数βの差異にもとづ くグループ分けを適切に

おこな う必要があるであろう。'

4.結 語

人口移動 モデルに関する若干 の 考察 のあと,簡 単なモデルを用いて1955～

1965年 と1966～1976年 の2つ の期間におけ るわが国の9地 域間人 口移動につい

てその差異を検討 した。前の期間に比べて後の期間においては人口移動の要因

として所得格差だけでは十分でないことが示唆された。このことにもとつ く積

極的なモデルの展開と計測は残された問題であるが,近 年における人 口移動の

縮少についての理解の1つ の糸口となると考え られる。
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